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議案第６号 

 

本市が設置する高等学校等の大阪府への移管等に伴う関係条例の整備に関する条例案 

 

（大阪市外部監査契約に基づく監査に関する条例の一部改正） 

第１条 大阪市外部監査契約に基づく監査に関する条例（平成11年大阪市条例第６号）の一部を次

のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定を削る。 

改正後 改正前 

（包括外部監査契約に基づく監査） 

第２条 本市と法第252条の27第２項に規定

する包括外部監査契約（以下「包括外部監

査契約」という。）を締結した法第252条の

29に規定する包括外部監査人は、必要があ

ると認めるときは、次に掲げるものについ

て監査することができる。 

[⑴～⑸ 略] 

 [削る] 

 

（包括外部監査契約に基づく監査） 

第２条 [同左] 

 

 

 

 

 

[⑴～⑸ 同左] 

⑹ 本市が国家戦略特別区域法（平成25年

法律第107号）第12条の３第１項の規定に

基づき同項に規定する公立国際教育学校

等の管理を行わせているものの出納その

他の事務の執行で当該管理の業務に係る

もの 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

（大阪市公文書管理条例の一部改正） 

第２条 大阪市公文書管理条例（平成18年大阪市条例第15号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲

げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（指定管理者の文書の管理） 

第14条 大阪市情報公開条例（平成13年大阪

（指定管理者等の文書の管理） 

第14条 大阪市情報公開条例（平成13年大阪



 

2 

 

市条例第３号。以下「情報公開条例」とい

う。）第34条の２第１項に規定する指定管理

者（以下「指定管理者」という。）は、この

条例の趣旨にのっとり、本市が設置する公

の施設（地方自治法（昭和22年法律第67号。

以下「法」という。）第244条第１項に規定

する公の施設をいう。）の管理に関する文書

を適正に管理するため必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

 

 

 

 

２ 本市の機関は、指定管理者が前項に定め

る措置を講ずるよう必要な指導等の実施に

努めなければならない。 

市条例第３号。以下「情報公開条例」とい

う。）第34条の２第１項に規定する指定管理

者等（以下「指定管理者等」という。）は、

この条例の趣旨にのっとり、本市が設置す

る公の施設（地方自治法（昭和22年法律第

67号。以下「法」という。）第244条第１項

に規定する公の施設をいう。）又は対象学校

（指定公立国際教育学校等管理法人による

大阪市立学校の管理に関する条例（平成28

年大阪市条例第108号）第２条に規定する対

象学校をいう。）の管理に関する文書を適正

に管理するため必要な措置を講ずるよう努

めなければならない。 

２ 本市の機関は、指定管理者等が前項に定

める措置を講ずるよう必要な指導等の実施

に努めなければならない。 

（職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例の一部改正） 

第３条 職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例（平成18年大阪市条例第16号）の一部を次

のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改正後欄に掲げる

規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（定義） 

第２条 [略] 

[２～５ 略]   

６ この条例において「委託事務等」とは、

本市の事務又は事業を本市以外のものに委

託し又は請け負わせる場合及び地方自治法

第244条の２第３項の規定により公の施設

の管理を同項に規定する指定管理者（以下

「指定管理者」という。）に行わせる場合そ

（定義） 

第２条 [同左] 

[２～５ 同左]   

６ この条例において「委託事務等」とは、

本市の事務又は事業を本市以外のものに委

託し又は請け負わせる場合及び地方自治法

第244条の２第３項の規定により公の施設

の管理を同項に規定する指定管理者（以下

「指定管理者」という。）に行わせる場合、
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の他法令等の規定により本市の事務又は事

業を本市以外のものに行わせる場合におけ

る当該事務又は事業をいう。 

 

 

 

 

 

 

[７～９ 略]  

（契約書、協定書等に明記すべき事項） 

第21条 本市の機関は、委託事務等に関し、

委託先事業者との間で契約、協定等を締結

するに当たっては、委託先事業者が、この

条例の規定に基づき本市の機関若しくは委

員会が行う調査に正当な理由なく協力しな

いとき又はこの条例の規定に基づき本市の

機関が行う勧告に正当な理由なく従わない

ときは、当該契約、協定等を解除し、又は

指定管理者の指定を取り消すことができる

旨を契約書、協定書等に明記するものとす

る。 

 

国家戦略特別区域法（平成25年法律第107

号）第12条の３第１項の規定により同項に

規定する公立国際教育学校等の管理を同項

に規定する指定公立国際教育学校等管理法

人（以下「指定公立国際教育学校等管理法

人」という。）に行わせる場合その他法令等

の規定により本市の事務又は事業を本市以

外のものに行わせる場合における当該事務

又は事業をいう。 

[７～９ 同左]  

（契約書、協定書等に明記すべき事項） 

第21条 本市の機関は、委託事務等に関し、

委託先事業者との間で契約、協定等を締結

するに当たっては、委託先事業者が、この

条例の規定に基づき本市の機関若しくは委

員会が行う調査に正当な理由なく協力しな

いとき又はこの条例の規定に基づき本市の

機関が行う勧告に正当な理由なく従わない

ときは、当該契約、協定等を解除し、又は

指定管理者若しくは指定公立国際教育学校

等管理法人の指定を取り消すことができる

旨を契約書、協定書等に明記するものとす

る。 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

（大阪市情報公開条例の一部改正） 

第４条 大阪市情報公開条例（平成13年大阪市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲

げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（指定管理者の情報公開） 

第34条の２ 本市が設置する公の施設（地方

（指定管理者等の情報公開） 

第34条の２ 指定管理者等（本市が設置する
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自治法（昭和22年法律第67号）第244条第１

項に規定する公の施設をいう。以下同じ。）

の指定管理者（同法第244条の２第３項に規

定する指定管理者をいい、前条第２項の規

定の適用を受ける者を除く。以下同じ。）は、

この条例の趣旨にのっとり、当該公の施設

の管理に関する情報を公開するため必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 実施機関は、指定管理者が前項に定める

措置を講ずるよう必要な指導等の実施に努

めなければならない。 

公の施設（地方自治法（昭和22年法律第67

号）第244条第１項に規定する公の施設をい

う。以下同じ。）の指定管理者（同法第244

条の２第３項に規定する指定管理者をい

い、前条第２項の規定の適用を受ける者を

除く。）又は対象学校（指定公立国際教育学

校等管理法人による大阪市立学校の管理に

関する条例（平成28年大阪市条例第108号）

第２条に規定する対象学校をいう。以下同

じ。）の指定管理法人（同条例第１条に規定

する指定管理法人をいい、前条第２項の規

定の適用を受ける者を除く。）をいう。以下

同じ。）は、この条例の趣旨にのっとり、当

該公の施設又は当該対象学校の管理に関す

る情報を公開するため必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

２ 実施機関は、指定管理者等が前項に定め

る措置を講ずるよう必要な指導等の実施に

努めなければならない。 

（大阪市特定個人情報保護条例の一部改正） 

第５条 大阪市特定個人情報保護条例（平成27年大阪市条例第89号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改正後欄に掲げる

規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（特定個人情報に係る指定管理者に関する特

例） 

第８条 特定個人情報に係る個人情報保護条

例第54条の規定の適用については、同条第

１項中「第２章第１節」とあるのは「第２

章第１節及び大阪市特定個人情報保護条例

（平成27年大阪市条例第89号。以下「特定

（特定個人情報に係る指定管理者等に関する

特例） 

第８条 特定個人情報に係る個人情報保護条

例第54条の規定の適用については、同条第

１項中「第２章第１節」とあるのは「第２

章第１節及び大阪市特定個人情報保護条例

（平成27年大阪市条例第89号。以下「特定
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個人情報保護条例」という。）第２章第１節」

と、 

 「 

第13条

第３項

ただし

書 

認めら

れる 

特定実施機関が

認める 

この限

りでな

い 

特定実施機関に

譲り渡さなけれ

ばならない 

                   」 

とあるのは 

 「 

第13条

第３項

ただし

書 

認めら

れる 

特定実施機関が

認める 

この限

りでな

い 

特定実施機関に

譲り渡さなけれ

ばならない 

特定個

人情報

保護条

例第６

条 

実施機

関 

指定管理者（地方

自治法（昭和22年

法律第67号）第

244条の２第３項

に規定する指定

管理者をいう。）

が管理する公の

施設（同法第244

条第１項に規定

する公の施設を

いう。）に係る事

務を所掌する実

施機関 

 

 

個人情報保護条例」という。）第２章第１節」

と、 

 「 

第13条

第３項

ただし

書 

認めら

れる 

特定実施機関が

認める 

この限

りでな

い 

特定実施機関に

譲り渡さなけれ

ばならない 

                   」 

とあるのは 

 「 

第13条

第３項

ただし

書 

認めら

れる 

特定実施機関が

認める 

この限

りでな

い 

特定実施機関に

譲り渡さなけれ

ばならない 

特定個

人情報

保護条

例第６

条 

実施機

関 

指定管理者（地方

自治法（昭和22年

法律第67号）第

244条の２第３項

に規定する指定

管理者をいう。）

が管理する公の

施設（同法第244

条第１項に規定

する公の施設を

いう。）又は指定

管理法人（指定公

立国際教育学校

等管理法人によ

る大阪市立学校
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                   」 

と、同条第２項中「第４節」とあるのは「第

４節並びに特定個人情報保護条例第２章第

２節」と、同条第３項中「前項」とあるの

は「特定個人情報保護条例第８条の規定に

より読み替えられた前項」と、同条第４項

中「第２項」とあるのは「特定個人情報保

護条例第８条の規定により読み替えられた

第２項」とする。 

の管理に関する

条例（平成28年大

阪市条例第 108

号）第１条に規定

する指定管理法

人をいう。）が管

理する対象学校

（同条例第２条

に規定する対象

学校をいう。）に

係る事務を所掌

する実施機関 

                   」 

と、同条第２項中「第４節」とあるのは「第

４節並びに特定個人情報保護条例第２章第

２節」と、同条第３項中「前項」とあるの

は「特定個人情報保護条例第８条の規定に

より読み替えられた前項」と、同条第４項

中「第２項」とあるのは「特定個人情報保

護条例第８条の規定により読み替えられた

第２項」とする。 

（大阪市の施設における国旗の掲揚及び教職員による国歌の斉唱に関する条例の一部改正） 

第６条 大阪市の施設における国旗の掲揚及び教職員による国歌の斉唱に関する条例（平成24年大

阪市条例第16号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改正後欄に掲げる

規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（定義） 

第２条 [略] 

２ この条例において「教職員」とは、本市

が設置する学校教育法（昭和22年法律第26

（定義） 

第２条 [同左] 

２ この条例において「教職員」とは、本市

が設置する学校教育法（昭和22年法律第26
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号）第１条に規定する幼稚園、小学校、中

学校及び義務教育学校（以下「市立学校」

という。）に勤務する校長（園長を含む。以

下同じ。）、教員その他の者をいう。 

号）第１条に規定する幼稚園、小学校、中

学校及び高等学校（以下「市立学校」とい

う。）に勤務する校長（園長を含む。以下同

じ。）、教員その他の者をいう。 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

（大阪市立学校の学校医等の公務災害補償に関する条例の一部改正） 

第７条 大阪市立学校の学校医等の公務災害補償に関する条例（昭和43年大阪市条例第４号）の一

部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改正後欄に掲げる

規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（目的） 

第１条 この条例は、公立学校の学校医、学

校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に

関する法律（昭和32年法律第143号。以下

「法」という。）第４条第１項の規定に基づ

き、大阪市立の小学校、中学校、義務教育

学校及び幼稚園（以下「小学校等」という。）

の非常勤の学校医、学校歯科医又は学校薬

剤師（以下「学校医等」という。）の公務上

の災害（法第２条に規定する災害をいう。

以下同じ。）に対する補償（以下「補償」と

いう。）に関し必要な事項を定めることを目

的とする。 

（目的） 

第１条 この条例は、公立学校の学校医、学

校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に

関する法律（昭和32年法律第143号。以下

「法」という。）第４条第１項の規定に基づ

き、大阪市立の小学校、中学校、高等学校

及び幼稚園（以下「小学校等」という。）の

非常勤の学校医、学校歯科医又は学校薬剤

師（以下「学校医等」という。）の公務上の

災害（法第２条に規定する災害をいう。以

下同じ。）に対する補償（以下「補償」とい

う。）に関し必要な事項を定めることを目的

とする。 

（大阪市教育行政基本条例の一部改正） 

第８条 大阪市教育行政基本条例（平成24年大阪市条例第75号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲

げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（施策の推進） 

第８条 教育委員会は、保護者等の意向を斟

（施策の推進） 

第８条 教育委員会は、保護者等の意向を斟
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酌しつつ、子どもにとって将来にわたって

必要となる力をはぐくんでいくため、学校

教育の円滑かつ継続的な実施のための支

援、教職員（学校教育法（昭和22年法律第

26号）第27条第１項、第２項、第10項及び

第11項、第37条第１項、第２項、第18項及

び第19項（同法第49条及び第49条の８にお

いてこれらの規定を準用する場合を含む。）

並びに第129条第１項の規定に基づき学校

（幼稚園を含む。）に置かれる職員をいう。）

の能力、適性等の向上を図るための研修そ

の他の必要な施策の充実を図らなければな

らない。 

 

 

[２・３ 略] 

酌しつつ、子どもにとって将来にわたって

必要となる力をはぐくんでいくため、学校

教育の円滑かつ継続的な実施のための支

援、教職員（学校教育法（昭和22年法律第

26号）第27条第１項、第２項、第10項及び

第11項、第37条第１項、第２項及び第18項

（同法第49条においてこれらの規定を準用

する場合を含む。）並びに第37条第19項（同

法第49条及び第62条において準用する場合

を含む。）、第60条第１項、第２項及び第５

項並びに第129条第１項の規定に基づき学

校（幼稚園を含む。）に置かれる職員をい

う。）の能力、適性等の向上を図るための研

修その他の必要な施策の充実を図らなけれ

ばならない。 

[２・３ 同左] 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

（大阪市立学校活性化条例の一部改正） 

第９条 大阪市立学校活性化条例（平成24年大阪市条例第86号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲

げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄及び改正後欄に対応して掲げるその標記部

分に二重傍線を付した規定（以下この条において「対象規定」という。）の改正前欄に掲げる対象

規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動し、改正前欄に掲げる対象規定で改正後欄にこれに

対応するものを掲げていないものを削る。 

改正後 改正前 

（目的） 

第１条 この条例は、教育委員会が所管する

学校（幼稚園を含む。以下「学校」という。）

の運営及びそのために必要な支援に関する

基本的事項を定め、学校が児童、生徒及び

幼児（以下「児童等」という。）並びに保護

（目的） 

第１条 この条例は、教育委員会が所管する

学校（幼稚園を含む。以下「学校」という。）

の運営及びそのために必要な支援に関する

基本的事項を定め、学校が児童、生徒及び

幼児（以下「児童等」という。）並びに保護
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者及び地域住民その他の関係者（以下「保

護者等」という。）の意向を斟酌し、教職員

（学校教育法（昭和22年法律第26号）第27

条第１項、第２項、第10項及び第11項、第

37条第１項、第２項、第18項及び第19項（同

法第49条及び第49条の８においてこれらの

規定を準用する場合を含む。）並びに第129

条第１項の規定に基づき学校に置かれる職

員をいう。以下同じ。）がその持てる能力を

十分に発揮することにより、学校が児童等

の活気にあふれる場となるようその運営を

行い、もって、児童等にとって将来にわた

って必要となる力をはぐくむ学校の活性化

及び学校教育の振興に資することを目的と

する。 

 

 

（学校評価） 

第７条 学校評価（学校教育法第42条（同法

第28条、第49条、第49条の８及び第133条第

１項において準用する場合を含む。）の規定

による評価をいう。以下同じ。）は、運営に

関する計画に定めた目標の達成状況の評価

を含めて行わなければならない。 

２ 校長は、児童、生徒又は保護者による評

価を斟酌して行う教員（教育公務員特例法

（昭和24年法律第１号）第２条第２項に規

定する教員をいう。以下同じ。）の授業に関

する評価の結果を踏まえ、学校教育法施行

規則（昭和22年文部省令第11号。以下「規

則」という。）第66条第１項（規則第39条、

者及び地域住民その他の関係者（以下「保

護者等」という。）の意向を斟酌し、教職員

（学校教育法（昭和22年法律第26号）第27

条第１項、第２項、第10項及び第11項、第

37条第１項、第２項及び第18項（同法第49

条においてこれらの規定を準用する場合を

含む。）並びに第37条第19項（同法第49条及

び第62条において準用する場合を含む。）、

第60条第１項、第２項及び第５項並びに第

129条第１項の規定に基づき学校に置かれ

る職員をいう。以下同じ。）がその持てる能

力を十分に発揮することにより、学校が児

童等の活気にあふれる場となるようその運

営を行い、もって、児童等にとって将来に

わたって必要となる力をはぐくむ学校の活

性化及び学校教育の振興に資することを目

的とする。 

（学校評価） 

第７条 学校評価（学校教育法第42条（同法

第28条、第49条、第62条及び第133条第１項

において準用する場合を含む。）の規定によ

る評価をいう。以下同じ。）は、運営に関す

る計画に定めた目標の達成状況の評価を含

めて行わなければならない。 

２ 校長は、児童、生徒又は保護者による評

価を斟酌して行う教員（教育公務員特例法

（昭和24年法律第１号）第２条第２項に規

定する教員をいう。以下同じ。）の授業に関

する評価の結果を踏まえ、学校教育法施行

規則（昭和22年文部省令第11号。以下「規

則」という。）第66条第１項（規則第39条、
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第79条、第79条の８第１項及び第189条にお

いて準用する場合を含む。）に規定する評価

を行うものとする。 

３ 規則第67条（規則第39条、第79条、第79

条の８第１項及び第189条において準用す

る場合を含む。）に規定する当該学校の関係

者による評価（以下「学校関係者評価」と

いう。）は、第９条第１項に規定する学校協

議会に行わせるものとする。 

[４ 略] 

（就学校指定に関する手続） 

第15条 教育委員会は、規則第32条第１項に

規定する保護者の意見を聴取する手続及び

規則第33条に規定する指定した小学校、中

学校又は義務教育学校を変更することがで

きる場合の要件及び手続に関し必要な事項

を教育委員会規則で定め、公表するものと

する。 

（小学校の学級数の適正規模の確保） 

第16条 教育委員会は、小学校（義務教育学

校の前期課程を含む。以下同じ。）の学級数

の規模を適正規模（児童の良好な教育環境

の確保及び教育活動の充実を図るために望

ましい小学校の学級数の規模をいう。以下

同じ。）にするよう努めなければならない。 

[２～８ 略] 

 

 

[削る] 

 

 

第79条、第104条第１項及び第189条におい

て準用する場合を含む。）に規定する評価を

行うものとする。 

３ 規則第67条（規則第39条、第79条、第104

条第１項及び第189条において準用する場

合を含む。）に規定する当該学校の関係者に

よる評価（以下「学校関係者評価」という。）

は、第９条第１項に規定する学校協議会に

行わせるものとする。 

[４ 同左] 

（就学校指定に関する手続） 

第15条 教育委員会は、規則第32条第１項に

規定する保護者の意見を聴取する手続及び

規則第33条に規定する指定した小学校又は

中学校を変更することができる場合の要件

及び手続に関し必要な事項を教育委員会規

則で定め、公表するものとする。 

 

（小学校の学級数の適正規模の確保） 

第16条 教育委員会は、小学校の学級数の規

模を適正規模（児童の良好な教育環境の確

保及び教育活動の充実を図るために望まし

い小学校の学級数の規模をいう。以下同

じ。）にするよう努めなければならない。 

 

[２～８ 同左] 

（対象中学校及び対象高等学校についての適

用除外等） 

第17条 指定公立国際教育学校等管理法人に

よる大阪市立学校の管理に関する条例（平

成28年大阪市条例第108号）第２条に規定す
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（施行の細目） 

第17条 [略] 

る対象中学校及び対象高等学校（以下「対

象中学校及び対象高等学校」という。）につ

いては、第５条、第９条第４項第４号及び

第６項、第10条、第11条、第13条並びに第

14条の規定は、適用しない。 

２ 対象中学校及び対象高等学校に対する第

７条第２項及び第12条の規定の適用につい

ては、同項中「児童、生徒又は保護者によ

る評価を斟酌して行う教員（教育公務員特

例法（昭和24年法律第１号）第２条第２項

に規定する教員をいう。以下同じ。）の授業

に関する評価の結果」とあるのは「生徒又

は保護者による意見」と、同条第１項中「教

員」とあるのは「教員（教育公務員特例法

（昭和24年法律第１号）第２条第２項に規

定する教員をいう。以下同じ。）」と、同条

第２項中「教育委員会」とあるのは「国家

戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第

12条の３第１項に規定する指定公立国際教

育学校等管理法人」とする。 

（施行の細目） 

第18条 [同左] 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

（大阪市立学校の授業料等及び幼稚園の使用料に関する条例の一部改正） 

第10条 大阪市立学校の授業料等及び幼稚園の使用料に関する条例（昭和26年大阪市条例第３号）

の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定（題名を含む。以下この条において同じ。）の傍線を付し

又は破線で囲んだ部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲ん

だ部分のように改め、改正前欄及び改正後欄に対応して掲げるその標記部分に二重傍線を付した

規定（以下この条において「対象規定」という。）の改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げ

る対象規定として移動し、改正前欄に掲げる対象規定で改正後欄にこれに対応するものを掲げて

いないものを削る。 
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改正後 改正前 

大阪市立幼稚園の使用料に関す

る条例 

（趣旨） 

第１条 大阪市立幼稚園（以下「幼稚園」と

いう。）の使用料（以下「幼稚園使用料」と

いう。）の額及び徴収に関しては、法令その

他に別段の定めがある場合を除くほか、こ

の条例の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

[削る] 

 

 

 

 

[削る] 

 

（幼稚園使用料） 

第２条 [略] 

 

[削る] 

 

 

 

 

 

 

大阪市立学校の授業料等及び幼

稚園の使用料に関する条例 

（趣旨） 

第１条 大阪市立学校の授業料、入学検定料

及び入学料、大阪市立高等学校における単

位制による課程の科目の聴講に係る料金

（以下「聴講料」という。）並びに大阪市立

幼稚園（以下「幼稚園」という。）の使用料

（以下「幼稚園使用料」という。）の額及び

徴収に関しては、法令その他に別段の定め

がある場合を除くほか、この条例の定める

ところによる。 

（授業料） 

第２条 大阪市立高等学校の授業料の額は、

次の表のとおりとする。 

種別 全日制 定時制 

授業料 月額9,900円 月額2,700円 

（聴講料） 

第３条 聴講料の額は、１単位1,620円とす

る。 

（幼稚園使用料） 

第４条 [同左] 

（入学検定料及び入学料） 

第５条 大阪市立高等学校の入学検定料の額

及び入学料の額は、次の表のとおりとする。 

種別 全日制 定時制 

入 学 検

定料 
2,200円 950円 

入学料 5,650円 2,100円 

２ 大阪市立咲くやこの花中学校及び大阪市
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（納期限） 

第３条 幼稚園使用料は、教育委員会規則で

定める日までに納付しなければならない。 

 

（幼稚園使用料の徴収猶予） 

第４条 教育委員会は、特別の事由があると

認めるときは、幼稚園使用料（第２条第１

号に定めるものに限る。）の徴収を猶予する

ことができる。 

（幼稚園使用料の未納者に対する措置） 

 

第５条 園長は、幼稚園使用料（第２条第１

号に定めるものに限る。）を第３条に規定す

る納期限（以下「納期限」という。）までに

納付しない者に対し、教育委員会規則で定

めるところにより、その者の出席を停止し、

又は退園させることができる。 

 

２ 園長は、幼稚園使用料（第２条第２号に

定めるものに限る。）を納期限までに納付し

ない者に対し、教育委員会規則で定めると

ころにより、その者の当該幼稚園において

行われる子ども・子育て支援法第59条第10

号に掲げる事業の利用を中止させ、又は拒

否することができる。 

 

[削る] 

 

 

立水都国際中学校の入学検定料の額は、

2,200円とする。 

（納期限） 

第６条 授業料、聴講料、幼稚園使用料、入

学検定料及び入学料は、教育委員会規則で

定める日までに納付しなければならない。 

（授業料及び幼稚園使用料の徴収猶予） 

第７条 教育委員会は、特別の事由があると

認めるときは、授業料及び幼稚園使用料（第

４条第１号に定めるものに限る。）の徴収を

猶予することができる。 

（授業料及び幼稚園使用料の未納者に対する

措置） 

第８条 学校長（園長を含む。）は、授業料又

は幼稚園使用料（第４条第１号に定めるも

のに限る。）を第６条に規定する納期限（以

下「納期限」という。）までに納付しない者

に対し、教育委員会規則で定めるところに

より、その者の出席を停止し、退学させ、

又は退園させることができる。 

２ 園長は、幼稚園使用料（第４条第２号に

定めるものに限る。）を納期限までに納付し

ない者に対し、教育委員会規則で定めると

ころにより、その者の当該幼稚園において

行われる子ども・子育て支援法第59条第10

号に掲げる事業の利用を中止させ、又は拒

否することができる。 

（入学料の未納者に対する措置） 

第９条 学校長は、入学料を納期限までに納

付しない者に対し、教育委員会規則で定め

るところにより、その者の入学許可を行わ
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[削る]  

 

 

 

 

 

 

 

（幼稚園使用料の減免） 

第６条 [略] 

 

[削る] 

 

 

（還付） 

第７条 既納の幼稚園使用料は、還付しない。

ただし、教育委員会規則で定める特別な事

由があるときは、その全部又は一部を還付

することがある。 

 

（施行の細目） 

第８条 [略] 

   附 則 

この条例は、昭和26年４月１日から施行す

る。 

[削る]  

ないことができる。 

（授業料の免除） 

第10条 教育委員会は、次の各号のいずれか

に該当する者に対しては、教育委員会規則

で定めるところにより、授業料を免除する

ことができる。 

⑴ 休学し、又は留学する者 

⑵ 出席を停止された者 

⑶ その他教育委員会が特別な事由がある

と認める者 

（幼稚園使用料の減免） 

第11条 [同左] 

（入学料の免除） 

第12条 教育委員会は、災害その他特別の事

由があると認めるときは、入学料を免除す

ることができる。 

（還付） 

第13条 既納の授業料、聴講料、幼稚園使用

料、入学検定料及び入学料は、還付しない。

ただし、教育委員会規則で定める特別な事

由があるときは、その全部又は一部を還付

することがある。 

（施行の細目） 

第14条 [同左] 

   附 則 

１ この条例は、昭和26年４月１日から施行

する。 

２ 教育委員会は、平成23年東北地方太平洋

沖地震の被災者（その学資を負担する者が

被災者である者を含む。）であって、平成23

年度に大阪市立学校又は大阪市立幼稚園に
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入学し、又は入園しようとする者に対して

は、第４条に規定する入学検定料及び入学

料並びに第５条に規定する入園料のうち、

納期限が平成23年３月11日以後であるもの

を免除することができる。 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

（指定公立国際教育学校等管理法人による大阪市立学校の管理に関する条例の廃止） 

第11条 指定公立国際教育学校等管理法人による大阪市立学校の管理に関する条例（平成28年大阪

市条例第108号）は、廃止する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（大阪市立学校の授業料等及び幼稚園の使用料に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ この条例の施行の日前の期間に係る大阪市立高等学校の授業料については、なお従前の例によ

る。 

  令和４年２月10日提出 

大阪市長  松 井 一 郎  

 

説 明 

 本市が設置する高等学校及び高等学校における教育と一貫した教育を施す中学校を大阪府へ移管

すること及び義務教育学校を設置することに伴い、規定を整備するため、大阪市外部監査契約に基

づく監査に関する条例ほか９条例を改正するとともに、指定公立国際教育学校等管理法人による大

阪市立学校の管理に関する条例を廃止する必要があるので、この案を提出する次第である。 
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（参考） 

指定公立国際教育学校等管理法人による大阪市立学校の管理に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号。以下「法」という。）第12条

の３第１項の規定に基づき、同項に規定する指定公立国際教育学校等管理法人（以下「指定管

理法人」という。）の指定の手続その他指定管理法人が行う大阪市立学校の管理に関し必要な

事項を定めるものとする。 

（指定管理法人による管理の対象） 

第２条 大阪市立学校のうち指定管理法人に管理を行わせることができるもの（以下「対象学校」

という。）は、大阪市立水都国際中学校（以下「対象中学校」という。）及び大阪市立水都国

際高等学校（以下「対象高等学校」という。）とする。 

（指定管理法人の資格） 

第３条 指定管理法人の指定を受けることができる法人は、私立学校法（昭和24年法律第270号）

第３条に規定する学校法人、同法第64条第４項の規定により設立された法人、一般社団法人、

一般財団法人又は特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第２条第２項に規定する特定

非営利活動法人（以下これらを「法人」という。）とする。 

（指定申請の公告） 

第４条 教育委員会は、指定管理法人を指定しようとするときは、あらかじめ次に掲げる事項を公

告するものとする。 

(1) 対象学校の名称及び所在地 

(2) 指定管理法人が行う管理に関する基準及び業務の範囲 

(3) 指定管理法人の指定を行おうとする期間 

(4) 指定管理法人の指定の申請（以下「指定申請」という。）をする法人に必要な資格 

(5) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会規則で定める事項 

（指定申請） 

第５条 指定管理法人の指定を受けようとする法人は、教育委員会規則で定めるところにより、対

象学校の管理に関する事業計画書（以下「事業計画書」という。）その他教育委員会規則で定

める書類を添付した指定管理法人指定申請書を教育委員会に提出しなければならない。 
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（欠格条項） 

第６条 法第12条の３第２項各号のいずれかに該当する法人のほか、その役員のうちに次の各号の

いずれかに該当する者がある法人は、指定管理法人の指定を受けることができない。 

(1) 破産者で復権を得ない者 

(2) 公務員で懲戒免職の処分を受け、その処分の日から２年を経過しない者 

（指定管理予定法人の選定） 

第７条 教育委員会は、第５条の規定による指定申請の内容を次に掲げる基準に照らして総合的に

考慮し、最も適当であると認められる内容の指定申請をした法人を、指定管理法人の指定を受

けるべきもの（以下「指定管理予定法人」という。）として選定するものとする。 

(1) 第10条に規定する指定管理法人が行う管理に関する基本的な方針に適合するとともに、対

象学校の効果的な管理が図られるものであること 

(2) 対象学校の管理の業務を安定的かつ継続的に行うために必要な経理的基礎及び技術的能力

を有すること 

(3) 前２号に掲げるもののほか、対象学校の適正な管理に支障を及ぼすおそれがないこと 

（指定管理法人の指定等の公告） 

第８条 教育委員会は、前条の規定により選定した指定管理予定法人を指定管理法人に指定したと

きは、その旨を公告するものとする。法第12条の３第10項の規定により指定管理法人の指定を

取り消し、又は期間を定めて対象学校の管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じたとき

も、同様とする。 

（協定の締結） 

第９条 教育委員会及び指定管理法人は、指定管理法人の指定の期間の開始前に、対象学校の管理

に関する協定を締結しなければならない。 

２ 前項の協定には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 指定管理法人が対象学校の管理を継続することが困難となった場合における教育委員会及

び指定管理法人の対応に関する事項 

(2) 対象学校において事故が発生した場合における教育委員会及び指定管理法人の責任分担に

関する事項 

(3) 対象学校の管理に係る経費の管理に関する事項 
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(4) 対象学校の管理に関し取得した個人情報（大阪市個人情報保護条例（平成７年大阪市条例

第11号）第２条第２号に規定する個人情報をいう。以下同じ。）の保護に関する事項 

(5) 対象学校の校長（以下「校長」という。）の資格に関する事項 

(6) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める事項 

（管理に関する基本的な方針） 

第10条 指定管理法人は、対象学校において、我が国の伝統と文化を踏まえた国際理解教育及び外

国語教育を重点的に行うとともに、産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠点の形

成に寄与することができる人材の育成の必要性に対応するための教育を行うものとする。 

（管理に関する基準） 

第11条 指定管理法人は、次に掲げる基準により、対象学校の管理を行わなければならない。 

(1) 法令及び第９条第１項の協定を遵守し、誠実に対象学校の管理を行うこと 

(2) 対象学校に入学しようとする者及び生徒に対して不当な差別的取扱いをしないこと 

(3) 生徒の意思を尊重し、将来の進路を決定させること 

(4) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第21条各号及び第51条各号に掲げる目標を確実に達成

するよう教育を実施すること 

(5) 前各号に掲げるもののほか、対象学校の適切な管理のために教育委員会が定める基準 

（業務の範囲） 

第12条 指定管理法人が行う業務の範囲は、次のとおりとする。 

(1) 校舎その他の施設及びその敷地並びに備品その他の物件の維持保全及び改良に関すること 

(2) 生徒の入学、卒業、退学その他の処分に関すること 

(3) 組織編制、教育課程、学習指導、生徒指導及び職業指導に関すること 

(4) 教科書以外の教材の取扱いに関すること 

(5) 生徒の保健、安全、厚生及び福利に関すること 

(6) 対象学校の環境衛生に関すること 

(7) 学校給食に関すること 

(8) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める業務 

（入学に関する手続及び基準） 

第13条 対象学校に入学しようとする者は、所定の願書に教育委員会が定める書類を添付して校長
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に提出しなければならない。 

２ 校長は、対象学校に入学しようとする者について、教育委員会が定める入学者の選抜に関する

方針その他教育委員会が定めるところにより指定管理法人が実施する入学者の選抜に基づい

て、対象学校への入学を許可するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、対象高等学校の校長は、対象中学校の生徒が対象高等学校に入学す

る意思があることを確認したときは、対象高等学校への入学を許可するものとする。 

４ 校長は、前２項の規定により入学を許可しようとするときは、あらかじめ教育委員会と協議し

なければならない。 

（卒業に関する手続及び基準） 

第14条 校長は、生徒が所定の教育課程を修了したと認めたときは、卒業を認定するものとする。 

２ 校長は、前項の規定により卒業を認定した者に対し、卒業証書を授与するものとする。 

（懲戒に関する手続及び基準） 

第15条 校長は、教育上必要があると認めるときは、生徒に対し、懲戒処分として退学、停学又は

訓告の処分（対象中学校の校長にあっては、停学の処分を除く。）をすることができる。 

２ 校長は、前項の懲戒処分のうち退学又は停学の処分（対象中学校の校長にあっては、退学の処

分に限る。）をしようとするときは、あらかじめ教育委員会と協議しなければならない。 

（転学の手続及び基準） 

第16条 他の高等学校から対象高等学校に転学しようとする者は、所定の願書を対象高等学校の校

長に提出しなければならない。 

２ 対象高等学校の校長は、前項の規定による願書の提出があった場合であって、教育上支障がな

いと認めるときは、教育委員会が定める基準に従い、対象高等学校への転学を許可することが

できる。 

３ 対象高等学校の校長は、前項の規定により転学を許可しようとするときは、あらかじめ教育委

員会と協議しなければならない。 

（退学、休学等の手続及び基準） 

第17条 対象高等学校を退学し、若しくは休学しようとする者又は対象高等学校から外国の高等学

校若しくはこれに相当する学校（以下「外国の高等学校等」という。）に留学しようとする者

は、所定の願書を対象高等学校の校長に提出しなければならない。 
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２ 対象高等学校の校長は、前項の規定による退学に係る願書の提出があったときは、対象高等学

校を退学することを許可するものとする。 

３ 対象高等学校の校長は、第１項の規定による休学に係る願書の提出があった場合であって、病

気その他やむを得ない事由によるものであると認めるときは、対象高等学校を休学することを

許可するものとする。 

４ 対象高等学校の校長は、第１項の規定による留学に係る願書の提出があった場合であって、教

育上有益と認めるときは、外国の高等学校等への留学を許可するものとする。 

（その他の処分に関する手続及び基準） 

第18条 第13条から前条までに定めるもののほか、対象学校において生徒に対してされる処分に関

する手続及び基準に関し必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

（教育課程の編成） 

第19条 校長は、法令、文部科学省が定める学習指導要領及び教育委員会が定める基準に従い、対

象学校の教育課程を編成するものとする。 

２ 校長は、前項の規定により教育課程を編成しようとするときは、あらかじめ当該教育課程につ

いて教育委員会の承認を得なければならない。 

（報告義務） 

第20条 指定管理法人は、対象学校の管理又は運営に支障を及ぼすおそれがある事案が生じたとき

は、教育委員会が定めるところにより、教育委員会に報告しなければならない。 

（施行の細目） 

第21条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例の施行期日は、市長が定める。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める

日から施行する。 

(1) 次項の規定 公布の日 

(2) 附則第３項の規定 対象中学校及び対象高等学校に係る法第12条の３第１項の区域計画に

ついて、同項の規定による認定があった日 

（準備行為） 
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２ 第４条から第７条までの規定による指定管理法人の指定のために必要な行為は、この条例の施

行前においても、これらの規定の例により行うことができる。 

３ 第８条前段の規定による公告、第９条の規定による協定の締結、第13条の規定による入学に関

する手続及び第19条の規定による教育課程の編成は、この条例の施行前においても、これらの

規定の例により行うことができる。 

 


